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第1章 序 論

1 . 1 緒 言

日本の交通輸送システムにおいて、 かつては鉄道および海運が大きな地位を占めていたが、

国民の生活水準の向上や多様化および第3次産業の発達にともない、 現在では車による輸送が

その主役の座を占めている。 その聞の道路整備計画として、 昭和2 9年の第1次道路整備5ヶ

年計画から昭和6 3年の第1 0次道路整備5ヶ年計画まで、 主要都市問の高速道路から都市高

速道路や都市郊外のバイパス道路へと着々と進められ、 全国くまなく道路網が整備されてきた。

しかし、 日本の国土はその大半を山地山岳で占められているため、 道路網整備が地方に進むに

つれて、 その経路として落石の危険性がある山岳地域を通過することが不可避となり、 それに

つれて落石事故が多発するようになってきた1). 2)， 3)。

落石災害に対してとりうる対策工は、 大きく2つに分けられる。 1つは、 落石となる可能性

がある斜面内の浮石や転石を取り除いたり斜面に固定する落石予防工であり、 もう1つは、 道

路|際あるいは道路上に設置した施設により落石から人や車両を防護する落石防護工である。 こ

のうち、 落石防護工には図1-1に示すように、 落石が道路に到達する前に阻止するための対策

である落石防止網、 落石防止柵、 落石防止擁壁等と、 道路へ到達した落石に対して最終的に

人や車両を守るために道路全体を覆う構造形式の落石覆工があり、 これらの選定については、

現地の調査を基に予想される落石の規模や落下経路を想定したうえで決定される。

ところが、 これら対策工の設計法は基本的な概念が統一されておらず、 落石防止網や落石防止

柵には既に吸収エネルギーに基づいた設計方法が採用されているが、 落石覆工については未だ

に落石の衝撃力を静的荷重として取り扱い、 許容応力度法を用いた設計がなされている。 これ

は、 落石覆工が各種対策工の中で最も大規模かっ重要な構造物として安全性が要求されるとと

もに、 永久構造物としての使用が期待されるため、 変形を許容するような設計思想、が受け入れ

難し1ためである4)と言われている。 しかし、 本来、 落石防護工のように衝撃力を受ける構造物

の設計は、 その終局耐力および変形性能を考慮することにより吸収エネルギーに基づ、いた設計

を行う方が合理的である5)と考えられる。 そこで、 本研究は落石覆工の合理的な設計法を確立

するために、 エネルギー的観点から安全性照査を行う方法について検討を試みた。



1高石

lw
 (a)落石防止網 (b)落石防止柵

(c)落石防止擁壁 (d)落石覆工

図1 -1 落石防護工の種類

1 . 2 現行の落石覆エの設計法の問題点と既往の研究

現在、 落石覆工の設計法として、 落石の衝撃荷重を静的荷重として取り倣ったうえで許容応力

度法による計算が採用されている4 )。 しかし、 現行の設計法に関する数多くの問題点も指摘さ

れており、 それぞれに対して数多くの研究が行われてきた。 それらを大きく分けると、 以下の

ようになる。

①設計で対象とする落石条件の決定方法に関する問題

設計で対象とする落石条件は、 予め、 現地で落石となる可能性がある浮石の調査を行ったう

えで決定される。 しかし、 浮石が落石となる確率の予測や、 実際に落石として落ちてくるとき

の規模(崩土を含めて)および源下経路の予測は極めて困難である。 したがって、 最も重要であ

る設計条件の決定が、 設計の過程の1-1]で肢も難しいのが実状である。 これまで、 落石の発生機

構については多くの研究がなされており、 発生形態の分類、 奈川i勾配との関係、 地 質との関係、

気象等の発生誘因等について、 落石災害の実例の調査をもとに検討が行われてきたG)， 7)。 また、

2 



法イ;の依下経路についても斜而の状態と結石の重量や形状等との関係によりどのように変化す

るか、 実際に石を落下させる�If外実験による調査H).9).lO).ll)が行われ、 ある程度の資料が得

られている。 また、 これらの資料を利用した結石の落下経路のシミュレーション解析1 L). 1 3). 

1 .1). 1 5). 1 G)も行われてきたが、 まだこれらの成果を十 分に設計計算に反映させるまでには至っ

ていない。

②落石による衝撃力(設計荷重)の推定法に関する問題

落石覆工は、 図1-2に示すように本体屋恨上に衝撃緩衝材としてサンドクッションを有する

構造形式をとるため、 落石の衝撃力はサンドクッションを介して落石覆工に伝達される。 した

がって、 落石覆工に作用する荷重にはサンドクッションの状態等の影響が含まれるため、 その

値の正確な推定は困難である。 現行の設計法では、 落石の衝突現象を弾性体問の衝突現象と仮

定することにより、 ヘノレツの弾性接触理論より誘導した以下の式を用いて落石の衝撃荷重を推

定し、 これを静的荷重として取り扱うこととしている4)。

p = 2.455・W3，)..5・H5

落石

?P r :ー力

サンドfツ内ン l 
t t 中 p s :伝達衝撃力

落石覆工

図1-2 重錘衝撃力と伝達衝撃力

. (1-1) 

ここに、 W:落石重量(lf)、 H:落下高さ(m)、 λ:ラーメの定数( l I m�) 

なお、 ラーメの定数λはサンドクッションの状態を表わす定数で、 以 のような値をとるように

示されている。

非常に軟らかいサンドクッションの場合 ... 100 t Im� 

軟らかいサンドクッションの場合 300'"'-'500 t / m 2 

固いサンドクッションの場合 . 1000 t 1m2 
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ところで、 式(1-1)による値を設計仰重として採則するにあたり、 次のような問題点が指摘され

ている。

(a)絡石による街盤術重は、 サンド‘クッションの状態により大きく影響を受ける。 式(1-1)では

ラーメの定数の値により考慮することになっているが、 その値の決定方法については明維には

されていない。 そのため、 現実にどの程度の値を採用するかは担当者の判断に委ねられている

が、 一般にλ= 100 l/m:! の値が広く採用されており、 設計荷重自体の根拠が乏しい。

(b)式(ト1)の値は、 落石とサンドクッションとの聞の衝突面で発生する衝撃力(以下、 重錘衝

撃力と称する) を弾性接触理論を適用して求めたものである。 しかし、 法石覆工に作用する衝

撃力はサンドクッションを介して伝達する力(以下、 伝達衝撃力と称する) で、あり、 明らかに

2つの力は異なることから、 重錘衝撃力を設計荷重に採用することには矛盾がある。 またサン

ドクッションを半無限の弾性体と仮定することにも無理があるものと考えられる。

(c)式(1-1)の値は、 時間的に変動する衝盤荷重の最大値に対応するものを与えるが、 それを静

的な荷重として取り扱うことは、 落石覆工に対しでかなり過大な外力評価となる可能性が高い。

(d)本来、 衝突現象により発生する衝撃力は、 衝突物と被衝突物の双方の岡1]性の影響等が作用す

ることから、 落石覆工に作用する衝撃力を正確に算定するには落石覆工の岡1]性の影響も考慮、す

る必要があるものと考えられる。

以上のような問題点の中で、 まず(éI)および(b)の問題に関して、 金沢大学の吉田や桝谷らが

実物大の落錘式衝撃実験1 !:l)， 1 9)を実施して、 重錘仙1]の衝撃力とサンドクッション底面へ伝達す

る衝撃力とをそれぞれ計測し、 サンドクッションの状態と式(1-1)におけるラーメの定数の値と

の関係や、 実験結果をもとに伝達衝撃力を基準とした新しい設計何重式(吉田の式) の提案1 8) 

等を行っている。 また、 室蘭工業大学の岸も、(b)の問題について実物大衝撃実験の結果から、

伝達衝撃力の方が重錘衝盤力の2倍程度の衝撃力を示す場合があることを指摘する2 0)など、 サ

ンドクッションの衝撃緩衝効果について明らかにされつつある。 しかし、 現在においてもこれ

らの問題に関する議論は行われており、 まだ統一的な見解が得られるまでには至っていない。

一方、(c)の問題については、 桝谷が落石積工の固有周期を考慮することにより、f重i筆力に関す

る動的応答倍率の検討2 1 )を行っている。

③許容応力度j去の適用に関する問題
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現 在、 法不1綬工の設計には計二谷応力度法が採月j されているが、 これも法イd妥仁の|師、I 衝 撃 a↑生に

|射して未だに不明な点が多いことや、 裕行桜l二の役割(道路まで到達した結石ーから最終的に人

や車両 を守る ) を考慮すればや む をえないものと考 え ら れる。 しかし、 許容応 力 度 法を適 用 す

るがゆえに、 まれにしか発生しないような大規模な熔石は設計条件として怨定できない等の弊

害もあると言われている。 したがって、 これを解消しうる合理的な設計法の確立が望まれてお

り、 いくつかのアプローチが試みられてきた5)，22)，23)，24)。 その中の1っとして、 大阪市大

の闘田 が提案するこ段階J!日査法2 ll)が挙げられる。 これは、 現行の許容応力度法に加えてエネル

ギー基準による安全性照査を行うもので、 まれにしか発生しないような大規模な落石に対して

は、 破壊しない限りにおいて落石覆工が変形することを許し、 変形により吸収可能なエネノレ

ギーと落石の衝撃エネルギーを比較しようとしづ試みである。 著者らも、 これまで同様の考え

を持ち、 本研究を通して実際の落石覆工に対してエネルギー基準による照査を適用するための

具体的な方法について検討してきた。 これらの研究成果は、 現時点では落石覆工の設計法自体

を変更するにはまだ十分とは言い難いが、 少なくとも落石覆工の安全性の照査法としてエネノレ

ギー的観点からの検討を行うことは重要であり、 今後のより詳細な検討により現実の設計への

適用 が 望まれる。

1 . 3 本研究の目的

本研究では、 落石覆工の合理的な設計法のために、 エネルギー的観点に基づいた安全性照査

について検討するものである。 そのために、 まずエネルギー基準による安全性照査という新し

い概念について示すとともに、 本法に必要な落石覆工へのエネルギー伝達率の簡易算定法につ

いて考察する。 次に、 サンドクッションの衝撃緩衝効果に関する実験的考察とPCはりの衝撃

実験を行い、 サンドクッションの緩衝効巣の評価方法およびPC音!)f-1・の磁場判定の方法につい

て 検討する。 次に、 熔石 ー サンドクッション一 落石緩工問の動的相互 作 用 を考慮した全 体系の

衝撃応答解析手法を提示し、 本法を用いて落石覆工の破壊判定を解析的に行うことを試みる。

最 後に、 エネルギー基準による安全性照査を 3種類の方法により行い、 各手法の妥当性に対す

る検討を行う。
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1 . 4 本研究の概要

本論文の概要を各章毎に記述すると、 以下のようになる。

第1章では、 落石防護工のtf�状とその巾における結石緩ての位置付けを述べるとともに、 現

行の設計法の問題点と既往の研究の状況について整理し、 本研究の円的 ・意義および本論文の

概要について述べた。

第2章では、 落石嶺工のエネルギー基準による安全性照査に不可欠なエ不ノレギー伝達率の算

定法について検討した。 すなわち、 落石ーサンドクッション-落石覆工の3者関係を簡易な3

質点系モデ.ルに置換したうえで衝撃応答解析を行い、 数値計算により求めた。 その際、 解析に

必要なサンドクッションのパラメータは、 過去の実験データを用いた動的同定手法により決定

し、 種々の落石条件やサンドクッションに対しても適用できるような回帰式を導いた。

第3章では、 サンドクッションの衝撃緩衝タJ呆について室内モデ‘ノレ実験を行い、 砂の状態(含

水比、 粒度分布、 転圧状況)と衝撃緩衝効果との関係、について考察するとともに、 緩衝効果が静

的載荷実験により得られる砂の締固め度を月]し、て推定可能であることを示した。 次に、 個別要

素法をHlいた静的載併実験および衝撃実験のシミュレーションを行い、 予め解析上の砂のばね

係数と締固め度との関係を静的実験に対する数値解析により調べておけば、 衝撃実験における

サンドクッションの緩衝効果を衝撃応答解析を用いて良好にシミュレートできることを示した。

第4章では、 PC落石覆工のI耐衝撃性について検討するために、 プレストレスカの導入度を

表わす鋼材指数をノミラメータとしたPCはりの静的載荷実験および法錘式衝撃実験を行い、 p

Cはりの静的および衝撃挙動に対して鋼材指数が与える影響について調べるとともに、 鋼材指

数がPCはりの衝撃破壊メカニズムを知るための1つの目安となることを確認した。

第5章では、 4章で実)í値した衝撃実験を対象とした数値解析を行い、 衝撃荷重を受けるPC

はりの破壊判定を可能とする解析手法について検討した。 すなわち、 PCはりをはり軸方向に

は剛体ばね要素で、モデ、ノレ化し、 断面方向には多層に分割することにより、 各時刻ではり断面内

のひずみ分布やi出げ耐力を維認、しながら応答計算を行った。 本手法による計算結果と4章の実

験結果とを比較することにより、 本法がPCはりの衝撃応答特性を精度良くシミュレー卜する

とともに、 PCはりの倣壊判定も可能であることを確認した。

第6章では、 5章の解析手法をPC落石援工に適用するために、 落石とサンドクッションに

は個別要素モデ‘ルを用い、 結石覆工には剛体ばね要素モデ‘ルを用いることにより、 落右ーサン
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ドクッシヨンー結石嶺工の3者!日!の動的相互作加を考慮した全体解析を行い、 PC務イJ桜LU)

倣嬢判定を可能とする11ij磐応答解{Jfi:去について検討した。 なお、 本章では己主物大IコCy答寸{従ょ;

の破壊実験を例に数値計算を行い、 PC主桁の償締め効果を考慮すれば実際のPC絡石従工の

応答状況を杷居可能であることを確認した。 また、 現実の実験結果に比べやや安全偵IJの評価を

与えるが、 本解析によりPC落石覆工の破嬢判定も可能であることを示した。

第 7 章で は 、 エ ネ ル ギ ー 基 準による安全性照査法について検 討 し た。 すな わ ち 、 6 章 の 計算

に用いた実物大PC落石覆工に対して3種類の方法を用いた安全性照査を行い、 各手法による

結果と、 実験結果や6章の全体解析の結呆と比較することにより、 各照査法の妥当性について

検討した。

第 8 章 では、 本研究で得 ら れた成果を総括す るとと も に 、 今後 の検討課題について も 言及 し

ているo
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第2章 落石覆工へのエネルギー伝達率の算定法に関する検討

2. 1 緒 言

本章で は、 エネルギ 一 基準による 溶石嶺工の安全性照査を行うために 必 要 な 、 落石嶺工 へ の

務石による衝撃 エネノレギーの 伝達率 に 関 す る簡易 計算法 につ いて検討する 。 ここで、 エネ ル

ギー基準による落石桜工の安全性照査とは、 1答石覆工のもつ限界吸収エネノレギー量(U.4 ) が、

落石覆工へ伝達されるエネルギー量(Yo xE， Yo:エネルギー伝達率(弘)， E:落石の運動エ

ネノレギー)よりも大きければ(Uペ註Yo x E)安全とす る照査基準である。 と ころで、 落石覆 工

には一般にサンドクッションが衝撃緩衝材として使用されるため、 落石の持つ運動エネルギー

の大半はサンドクッションによって吸収されることが予想される。 したがって、 エネノレギー基

準により落石覆工の安全性の照査を行うためには、 落石のエネノレギーの約何%がサンドクッ

ションによって吸収され、 約何%が落石覆工へ伝達されるのか、 定量的に明らかにする必要が

ある。 ところが、 これまでの落石積工に関する研究は、 落石が衝突したときに発生する衝撃力

の推定法に関するものが大半を占めており、 エネルギー的見地からの研究は非常に少ない。 そ

の巾で、 金沢大学の桝谷が行った実物大の1 1 (>>�J はり上のサン ドク ッ シ ョ ンに対 する 落錘式衝撃

実験1 ) は 、 エネル ギー的観点 からサンドク ッ シ ョ ンの緩衝効果について検討 を行った数少ない

例で、あり、 この実験により、 通常規模の結石(溶石重量1 .0 tf，落下高さ10.0m程度)であれば、

落石覆工へは100/0程度のエネノレギーしか伝達されないことが明らかにされた。

本章では、 落石覆工へのエネルギー伝達率を数値計算により算定することを目的として、 簡

易な3質点系モデ、ルを用いた解析的な検討を試みる。 なお、 モデノレ化が困難なサンドクッシヨ

ンについては、 落石桜工への伝達衝撃力の言l'算値を衝撃実験の計測値と一致することを条件に

し た 動 的同定手 法 を用 いて決定す る 。 数値計算例と して、 上 述 の桝谷 が行った衝撃実験の結果

と比較す ることによ り本法 の妥当性について検討す るとと も に、 銅製落石覆工および R C 落石

積工 へ のエネル ギー伝達率の計算例 を示す。

2.2 3質点系モデルによるエネルギ-伝達率の簡易算定法
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泌が桜I�へのエネルギー伝達率を計算するには、 法石ーサンドクッションー落石組[U) 3在

rmのHH墜応答における十11 五作j日を考慮、する必1さがある。 したがって、 ここでは以下の仮定のも

とに、 図2-1にぷすような3質点系モデ、ルを川いて計算することとした。

①図2 - 1 (a)に示すように、 務石ーサンド‘クッションー落石覆工の3者間のみでエネルギーの

伝達は行われ、 基礎地盤等への逸散は考慮、しない。

②上記の3者関係、を、 3質点系モデ、ルに置換で、きるものとし、 サンドクッションおよび落石覆

の衝撃応答特性を図2 - 1 (b)に示すような弾性または弾塑性ばねとダッシュポットを組み合

わせたレオロジーモデノレで、表現で、きるものとする。

サンドクッション k2 

G
g 

ハ貯

E:落石の持つ

運動エネノレギー

|
↓ 

Uj:サンドクッション

の吸収エネノレギー

| ↓ 
U2= (E-U):落石摺工への

伝達エネノレギー

kJ 

X3 

落石覆工

(a)落石覆工へのエネルギーの伝達 (b) 3質点系モデル (c) 3質点の力のつり合い

図2-1 エネルギー伝達率算定のための解析モデル

以上の仮定をもとにして、 図2 -1 (c)のような力のつり合し\から3質点系モデ-ルの運動方程

式は次のように表わされる。

m1 X1+C1(X1-X2)十k1(x1 -X2) = n11g . (2-1) 

m2A x2十C2(X2-X3)十k2(X2 -X3)-Cl(Xl-X2)-kl(Xl -x2) = 0 . ..... . . . . . .  (2-2) 

(m2B +n13)x3+k3x3ーC2(x2一円) -k2(X2 -x3) = 0 ....................... (2-3) 

ただし、 m1:落石の質量， m2A サンドクッションの衝撃力伝播領域の有効質量(図2 -2 (b)参

|照) I m2B:サンドクッションの衝撃力伝幡領域外の有効質量， nl3 務石桜工の等価質量，

g:重力加速度， k1 、 cl:落石とサンドクッションとの接触面のばね係数と減衰係数，

h :落石覆工のばね係数， k2 、 C2:サンドクッシヨンのばね係数と内部減衰係数，

ハHU1EEA

 



式(2-1) ，..，式(2-3)を解くために、通常のNpwmark- jI法(f:\= �)をHjい、落石の衝突時( t = 

6 

0においてXl=ゾ2gHを与える)から熔石援工の応答が終了するまで(X3 = 0になるまで)計

算を行った。
ここで、式(2-1) ""式(2-3)の計算結果より、サンドクッションによって吸収されるエネルギー
量U1(1)および落石覆工へ伝達されるエネルギー量U2(1)が各時刻ごとに次式により求められる。

U1(1) =十2rわR九九川(οI . (2-4) 

U九2引却2(1)ωIけ) = P ( I ) U 3 ぺ . . .. (2-5) 

ただし、�(I)は落石の衝突部における発生衝撃力を、�(I)はサンドクッション底面での発生衝撃
力を、ペ(1)は落石覆工の復元力を示し、それぞれ次式で表される。

円(1) = k1 (x1(1) -x2(1)) + c1 (x1(1) -x2(1)) • • . • • . • . . • • • • . • • • . • • • • • • • • . • • . • . • . . •  (2-6) 

ぺ(1)= k2(X2(1) -x3(1))十C2 (x2(1) -x3(1)) • . . • . . • • . • • • • • • • • • . . • . . . . • • • • . • • • . •  (2-7) 

P" . ， = k， x 3(1) - " 3" " 3(1) " (2-8) 

よって、落石覆工のエネルギー伝達率y。は、式(2-5)から得られるU2(1)の最大値より次式を

用いて計算される。

YO =半x 100 (0/0) 

ただし、U2(I)m以:落石覆工へ伝達されるエネルギ-U2(1)の最大値，
Ei=1m3Xth J } :落石が衝突の時に持 つ 運動エネルギー、 2 ' ι \ ' 皿 υ ) J 

11 
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ー-司­-_ 
ーー----

-、同-.

a=0.35m(落石の半径)
日-0目5 (W = 1. 0 l fの場合)

2 a 

(a)等価質量への置換 (b)衝撃力の伝播

図2-2 有効質量n�， n13の算定モデル

2.3 動的同定法による入力パラメータの決定

図2-1の3質点系モデルには、 n7j，nち， m3， kj， k2， k3， Cj' c2 の8つのパラメータが存在する

が、 このうちmj，11ち， n73， k3は以下のように比較的容易に決めることができる。 しかし、 kj， k2， 

C"らの値については予め与えることがかなり困難であるので、 これらを動的同定法により決定

するものとした。

2. 3. 1 n� ， m1， m3， k 3の決定法

m，については落石の質量そのものとし、 nち， n�については、 まず図2 - 2 (a)に示すように落

石覆工を平面骨組モデルとし、 各節点にサンドクッションの死街重を含めた集中質量を与えた

ときの固有周期iを計算する こ と に より(サンド、ク ッ シ ョン+落石覆工)系の 等価質量

M =(m2十町)を求めることができる。 このうち、 落石覆工の等価質量叫については溶石覆工

本体の死荷重のみを集中質量とした固有値解析から求め、 サンドクッションの有効質量m， は

問= M -m3で計算される。 ここで、 サンドクッションについては図2-2 (b)のように、落石の

衝突H寺に衝撃力の伝播を受け振動する領域(その領域の有効質量を爪4とする) と、 衝撃力の伝

橋範囲外で、落石覆工とともに阪場jする領域(その領域の有効質量をI71?Bとし、 n�B = m2 -n7'].・4 で

ある)とが存在すると仮定し、 それらを区別して取扱う。 すなわち、 サンドクッションとし て

挙動する質点の有効質量はn72Aであり、落石覆工侃IJの有効質量はn73 +1112B とした。 なお、 伝達

衝撃力の分散勾配については、 過去の 実験結呆より静的土庄の分散勾配より小さいことが指摘

されており2 )、 1 : O. 5程度が実状に合っているものと考えられる。 したがって、 ここでは伝

達衝撃力の分散勾配として、f3 = 0.5を用いることとした(図2-2参照) 。

12 



:;(二二戸苛 l

三�O
δl δ2 δ3 

図2-3 落石覆エの弾塑性ぱね係数

また溶石覆工 の岡IJ性k3は、 図2-3のように落石覆工を平面骨組モデ.ルに置換(縦断方向の剛

性については、 主梁間隔で除した平均の値を用いている)したうえで弾塑性増分解析を行い、

その荷重一変位曲線の傾きを求めて次のように与えた。

(i)企Pミ0:載荷時

X3<8lのとき k3 =KI 

Ô1豆町<Ô2のとき k3 = K2 • • . . . .  . • • . .  . . . . • . .  . . . . • •  . . ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ (2-10) 

Ô2豆町<Ô3のとき k3 = K3 

(i i)企P<O:除荷時

k3 =KI . . .... ..................................... (2-11) 

ただし、 X3 :落石覆工侃IJの変位で、 図2-1の3質点系モデ、ルによる衝撃応答解析から求められ

る。 Ô1、 Ô2、 Ô3 :平面骨組モデ.ルの静的弾塑性解析によって得られる第1、 第2、 第3塑性ヒ

ンジが発生したときの変位を示す。 KI、 K2、 K3:第1、 第2、 第3塑性ヒンジ発生時までの各

段階における落石覆工の岡IJ性を示す。

2.3.2 動的同定法によるkl，k2，Cl，C2の決定法

ここでは、 サンド、クッションのモデ、ノレ化に必要なパラメータkl，k2，C1，C2の4つを、 落石衝突

実験1)で得られるサンドクッション底面への伝達衝撃力P と図2- 4 (a)に示す2質点系モデ〉レ
。(/)

による衝撃カ ペ(1)とがほぼ一致するように(図2 - 4 (b)参照)、 最適化手法による動的同定法を

用いて決定する。

13 
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φtiv

 

，，z‘、戸、PA

 P a (t) 
Pe(t) 

(a) 2質点系モデル (b)伝達衝撃力の同定

図2-4 動的同定法によるサンドクッションのパラメータk1，k2，C1，C2の決定

すなわち、 その基本式は以下のようになる3 )。

n

 

m

 

→

 

可l〉IJP G

 

Q

K

 

んI

VMω

FK

 

'

7L

 

LMH

 
数

数

関

知

的

未

目 . (2-12) 

制約条件: m1 x1十C1(x1 - X2) + k1 (x1一円) =m1g . (2-13) 

m2ペX2 +え(t) -C1(X1一円)-k1(X1一円)=0 .. (2-14) 

P_ r . \ = k，x，.， + c，.， x a ( t ) 
.. (2-15) 

k1ミ0， k2註0， C1註0， C2孟O

ただし、え(t) •落石衝突実験で測定されたサンドクッション底面への伝達衝撃力，

Pa(t) : 2質点系モデ‘ルで、計算される伝達衝撃力

式(2-12)において、 目的関数がl時刻歴な応答関数として表わされるため、 各パラメータによ

る l 次偏導関数が解析的にしか得ら れ な い。 し たがって 、 ここでは以下に示すよ う な計算手順

に基づいて、 目的関数の1次偏導関数を求めたうえで、 準ニュートン法を用いた計算を行った。

①|時刻(1 + I1t)における各質点の運動方程式を次式のように表わす。

川仏)}+[山t+�t)}+[刈{X(t+M)} = {九州J . (2-16) 

ここに 、 [M] : 質量マ トリッ ク ス、 [C] : 減衰マトリ ッ クス、 [K] :岡IJ性マトリックス、

14 
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②式(2-16)を、 NθIVmark一刻去(f3 = � ) を用 いて加速度ベクトルについて解くと 、 次 式が得ら6 

れる。
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一

③式(2-17)を、 サンドクッションに関する各ノ々ラメータ(k\， k2， C\' C)について偏微分する

と、 次式のような時刻(t + I:1t)における加速度ベクトルの1次偏導関数が求められる。

a{X(I+ðl)} f r 1 I l I:1t . íパ 企 2 • [KJ ì -\ r a[ KJ r v 1 . ( a[ CJ コ[KJ\ i [M] +ナ」+ 61 l� i が{X(I)}十町df jy」 | {X(I))

(- 「11U2 川 村山 市IJ

2 1 」十7 jJ i {X(/)}+[Kl OP+{[C]+UKl) 

イ子叫

@次に、 時刻(t + 111)における速度ベクトル、 変位ベクトルの1次偏導関数が、 次式のようにそ

れぞれ求められる。
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①よって、 式(2-12)の目的関数の1次偏導関数は、 次式で得られることになる。

、，BElt〉fs'slJ
h一
Y I

P 。一
a

h.0
一

rEEP』，，くtEBEFt、
可ltrlJp a

 

p e

 

r--〈BIL今ノM
m

yμH

 

hp一
VI

Z
一
O

RAU
一 (2-21 ) 

ここに、 m:実験による衝撃力と計算による衝撃E力を同定させるように選定した時刻の数

色出1 =也X.."、♂L -i， A「 211L 川区2( / )
8V1 8V1 

41 8 Vt-
4 J ・ ィ a � .0 a� 

(2-22) 

各パラメータ別に、 式(2-18)� (2-20)により得られた加速度、 速度、 変位ベクトルのl次偏

導関数の値により、 同一時刻の目的関数の1次偏導関数が式(2-21)を斤jし1て計算される。 した

がって、 予め、 実験値と計算値とを同定させるように選定した時刻の目的関数のl次偏導関数

の値を)J日算していくことにより、 目的関数の各ノミラメータ(k!， k2， c!' c)に関する1次偏導

関数が得られる こ とになる。 以 上 のような 手 )1凶 で計算した目的関数の 1 次偏導関数を用いて、

衝撃力の 同定を行うために長交通な各パラメー タの値を 探 索していくが、 このとき各ノミラメータ

の修正方向に対するステッフ。I隔の検討には、 最も簡易な黄金分割法を適用した。 これらの計算

手)1債を示すと、 図2-5のようになる。

2.3. 1と本節で示した手順で得られた8つの入力データを月]し1て、 式(2-1)，....， (2-9)を計算すれ

ば、 エネルギー伝達率YO が算定される。

16 



砂の各ノミラメータの初期値を与える
V (0)= { k 1 (0)， k ど(0)， Cl(O)， C2(0)} 

初期値による衝撃応答解析を行い、 目的関数Zの値および
目的関数の1次導関数ベクトル{òz/òV}を計算する

各パラメータの修正方向ベクトル6.yを計算する
ムV (k)ニー{ò Z / Ò V} - { ò z / ò k 1 ， Ò z / Ò k2 ， Ò z / ò C 1 ， Ò z / ò C 2 } 

修正量決定のためのステップ|幅αを黄金分割法により決定する

各パラメータの修正
V (k+l)=V (k)十α ・ 6.V (k) 

2質点系モデルによる衝撃応答解析を行い、 目的関数Zの値および
目的関数の1次導関数ベクトル{òZ/òV}を計算する

図2-5 動的同定法の計算手)1頃

2.4 数値計算例

2.4. 1 エネルギー伝達率算定法の妥当性の検討

まず、 本法の妥当性を検討するために、 図2-6に示すような金沢大学で行われた落石衝突実

験j) (重錘重量w=1. 0 l f ，熔下高さH=10.0m)の伝達衝撃力一時間曲線Pe(l)に対する同定計

算を行った。 式(2-12) ，...， (2-15)を用いてサンドクッションのパラメータkj， k2， Cj， C2を求める

と、 図 2-7に示すような衝撃力一時間曲線の同定結果が得られ、 良好にシミュレートしている

ことがわかる。 ただし、 実際には重錘がサンドクッションに衝突してからサンドクッションの

底部に衝撃土圧 が伝播するまでには約10m s程度のタイムラグがあるが、 ここではこれを考慮、

していない。
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図2-6 落石衝突実験による伝達衝撃力 図2-7 動的同定計算結果

計算回数
n 

1 

8 2 

表2-1 動的同定法による同定パラメータ

kl k2 C1 C2 

( tf/m) (tf/m) (tf 0 s/m) (tf 0 s/m) 

200. 0 200.0 5.0 5. 0 

309.0 4. 9 9. 1 27.2 

このとき得られたサンドクッションのパラメータ値を表2-1に示すが、 この表よりサンド

クッション内のばね定数k2 が非常に小さく、 C2がやや大きいことが注目される。 これは、 衝撃

荷重が作用した時のサンドクッションの状態を粘弾性体として評価した方が良いことを示して

いるものと考えられ、 したがって落石対策便覧の評価式2 )のように弾性体と仮定することには

やや無理があるものと恩われる。 次に、 この値を用いて実際の衝突実験における落石ーサンド

クッション-落石覆工(H型鋼による単純梁)系のエネルギー伝達率の算定を行った。 図2-8

は、 落石の運動エネノレギ�E 、 サンドクッションの吸収エネルギーU1(1)、 落石覆工の吸収エネ

ルギーU2(1)の時間的変化を示したもので、 時刻約70 (ms)における落石覆工への伝達エネルギー

はU2CI)=O.64(tfom)と最大になり、 このときのエネルギー伝達率はYo = 6 . 4 %と算定される。

~方、 衝突実験においてH型鋼梁のたわみから求めたエネルギー伝達率はYO = 6 . 9 % 1)と報告

されており、 本法による値は良好な推定値を与えることが確認された。
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2.4.2 各種緩衝材のパラメータ値の比較

次に、 3種類の砂(山砂、 川砂、 砕

砂)と発泡スチロールを緩衝材とした

場合を想定して、 それぞれについて同

定計算を行い、 各ノミラメータk1， k2， 

(tf'm) (tf'm=9.8KN'm) 
10.0 

8.0 

6.0 

C1' c2 を求めた。 こ こ で使用した落石
4.0 

2.0 

衝突実験4) . 5)の重錘条件は、 全て O. 64 

50 100 150 200 250 300 350 (ms) 
時間重錘重量W=3.0tf，落下高さH = 10.0 

m で ある。 ま ず検討を行った3種類の

砂の粒径加積曲線を図2-9に示す。

図2-8 各エネルギーの時間的変化

図2-9から、 この実験で用いた山砂は、

川砂や砕砂に比べて粒径が揃っている

ことが認められる。 一般に粒径が不均

一な砂の場合には、 大きい粒径の砂粒

の聞に小さい砂粒が詰まることにより、

加
積

100 

通 60
過
率

(% ) 

10 

山砂

川砂

砕砂

0.001 5.010 20 

粒径( 11111) 

締め固まりやすい傾向にあると考えら 図2-9 各種の砂の粒径加積曲線

れる。 したがって、 山砂は他の砂に比べてあまり

締め固まらないために、 柔軟な緩衝材となりうる

ものと考えられ、 現実に過去の吉田らの実験4)に

おいても衝撃荷重の低減効果は3種類の砂の中で

最も優れていることが確認されている。

図2-10"-'図2-12はそれぞれ山砂、 川砂、

砕砂を、 図2-1 3は発泡スチロールを緩衝材と

したときの衝撃力を同定した結果を示したもので

あるが、 4ケースとも比較的良く同定できている

ことがわかる。 3種類の砂について最大衝撃荷重

を比較すると、 山砂、 砕砂、 川砂の)1慎に大きいが、

逆に衝撃荷重の時間的な減衰性に関しては山砂が
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図2-1 0山砂の同定計算結果
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図2-11 111砂の同定計算結果



最も小さく、 荷重の継続時間が長くなる傾向にあ p (日)

る。 また、 発泡スチロールについては3種類の砂

に比べて最大衝撃荷重が非常に小さくなる反面(01

砂の約十 荷重の継続時間が2"-'3倍に長くなる

など顕著な相違が認められる。 次に、 これらの同

定計算で得られた各ノミラメータの値を表2-2に示

す。 この表より、 砂と発泡

125.0 

100.0 

75.0 

50.。

『

、ー

、

t

、

tt

、

a

、

PA
‘、、、

、、、\
 

、
、、

25.0 

。 60 

七

90 (ms) 30 

図2-1 2砕砂の同定計算結果

スチロールを比較すると、
p (七f)

50.0 I 

2 5 . 0 ト /�ミヶー_ P a (tl 

I � P e (t) ______ ベーー ー ーーーーー ←
1// 、一一~ーー ーー-_
V 1_______L_ 1 I I f --ーーー九 七

o 30 60 90 120 150 180 210 240 270(ms) 

発泡スチロールの衝突部に

おける弾性ばね係数k}が小

さく、 逆にk2の値は大きい。 図2-1 3 発泡スチロールの同定計算結果

また粘性減衰係数C}， C2が非常に小さいことが認められる。 一方、 砂についてはパラメータ

の値も種類別にかなり異なるが、 2.4. 1の考察で示したように、 弾性ばね係数k2の値がかなり

小さくなる傾向にあることが認められる。 また、 衝突直後の最大衝撃荷重は、 緩衝材の粘性減

衰係数C2の値が大きいほど大きくなる傾向にある。 すなわち、 式(2-15)より衝突直後の応答量

は、 引の方がろ より大きいので、 衝撃荷重P a はk2よりらに大きく影響されるものと思われ

スU

表2-2 各種緩衝材のパラメータ

パラメータ k} k2 C} C2 

緩衝材 (ゲ1m) (グ1m) (グ.s I 111
2) (ゲ.slm2)

山砂 300. 7 O. 2 29.8 25. 1 

川|砂 72. 1 55. 3 38. 2 89. 8 

砕砂 176.0 �1. 1 29. 7 65. 9 」一一一

2.4.3 各種の砂のパラメータ値の回帰式

前節の計算例(重量w=3. 0 t f，落下高さH=l O. Omの場合)から、 砂の種類によって

モデルのパラメータ値が異なることが明らかとなった。 また、 落石の条件(重量Wや落下高さ
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Hの値)が違えばサンドクッションの応答性状も変わることが予想、され、 同じ種類の砂であっ

ても同定計算で得られるパラメータは異なるものと考えられる。

したがって、 本節では各種の砂の

パラメータ値k) ，k2 c) ，C2を、 落

石の条件(重量W、 落下高さH)

およびサンドクッションの層厚hの

表2-3回帰分析に用いた実験ケース

No 落石積最 ?存下高さ サンドクッション

W(tr) " (m) 崩厚h (m) 

O. 3 f). 0 0.9 

2 O. 3 10.0 0.9 

3 O. 3 15.0 O. 9 

4 0.3 20.0 0.9 

5 1.0 5.0 0.9 

6 1.0 10.0 0.9 

7 1.0 15.0 0.9 

8 1.0 20.0 0.9 

9 3. 0 5.0 l.2 
10 3. 0 10.0 l.2 

[ J 3. 0 15.0 1.2 

12 3.0 20.0 1.2 
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トふ
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目的関数 z = � (Xi一九)
2
→mm

回帰式 Yi =α-w;b ・Hic ・hid

. (2-23) 

. (2-24) 

ここに、Yi :それぞれ各パラメータk) ，k2 c)' c2の回帰式 の値。

xi :同定計算により得られるパラメータ値を示す。

i 計算に用いた落石条件の ケース 数を示し 、 ここでは; = 1 "-' 12である。

なお、 同じ落石条件およびサンドクッション層厚でも、 実際の衝突実験で計測される伝達衝

撃力波形にはばらつきが大きいG)ので、 ここでは同一の落石・ サンドクッション層厚の条件下

で行った多数回の実験データの平均波形を用いた。 以上の計算手順により、 各種の砂について

求めた各ノミラメータの回帰式を次に示す。ただし、 木回帰式の適用範囲は、表2-3の実験の条
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件内に限られるため、 0. 3 t f�W豆3. 0 t f， 5. 0 m三五万三五2 O. Om， O. 91l1�玉h豆

1.2 mである。

砂hu
 

C1 = 7.70・W0.313 • HO 410・h-O•146

C2 = 4.30・W0 317・H0412.h-0 1倒

kl = 20.6' W0251・H0296・h-0.273 

k2 =2.90・WO.214H0.416 • h-O 090 

hυj
 

r制lEJ
 

C1 = 5.33・W0 304・H0.497・h-0080

C2 = 15.4' WO.571 • HO.433・h-0.833

kl = 72.6' W0.427 • HO 205・h-1080

k2 = 1. 70・W0.412 • HO.138 • h-O 1∞ 

hυノ
rh官九十TれH

C1 = 6.79' W0256・H0.483・h-O 100 

C2 = 11. 4・WO.515・H0.428・h-O•937

k1 = 80.7・WO.354・HO.166・11
-0.935

k2 = 2.20・WO 779 • HO.098・11-0 910

ここで、 図2 -1 4および図2 -1 5に山砂と砕砂を用いた場合の伝達衝撃力について、 回帰

式によるパラメータを用いたときの計算値と衝撃実験で得た平均波形との比較を示す。

P (lt) 
'0.0 

P (l t) 
2 SO. 0 H. 20.0・

40. 0 

100.0 

200.0 
， ‘、‘

" 、、H・20.0.

実験健

回帰京;を用いた
1 S 0.0 実S費値

回帰王史を開いた

ItJ革{直20. 0 

Ilf・9.HN) H・S. 0 ・ ~一一 一-ー二てき�ァー一一二二ごミ 50. 0 
ー ー と r、三�;-三子 、 、 Ilf・9. 3KN} 

' 1  I 
---.:J l(岡s)

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 40.0 20.0 30.0 10.0 

図2 -1 4 山砂を用いた場合の伝達衝撃力 図2 -1 5砕砂を用いた場合の伝達衝撃力
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山砂の場合には計算値の方が最大衝撃 力 を示すH寺表 1]がやや早 く なる傾 向 に あこれらの図よ り 、

-)J、 砕砂の場合に は 落る が 、 最大衝撃力は良好にシミュレートしている こ とが認 め られる。

そ の 他の ケー ス では ほ ぼ 良下高さ20.0mのケースで、最大衝撃力に約20%の相違が見られるが、

ロ|帰式を用いた計算結果は実験で得た伝達術瞥したがって、好 に 一 致することが認 め られた。

力を比較的よくシミュレートしているものと考えられ、

われる。

落石覆エへのエネルギー伝達率の計算例2，4，4 

それ ら を使用 した場合の 落石ここ では、 2. 4. 2 で求 めた各 緩衝材のパラメ ー タ値を用 いて、

覆工 へのエネルギ ー 伝達率の比較 を 行った結果 を示す。 落石の条 件は同定計算で用いた実験条

件と同様に、 落石重量3.0 t f ， 落 下 高 さ 10 . 0mと し、 落石覆工としては、 図2 -1 6に示す銅製

落石覆工ï)および図2-1 7に示すRC落石覆工2 )の2通 り について検討した。

1::: 9，050 

1. 00 

11-450x 200x 9x 14 

(死問問+æ石町飢)

rnm 
I 出

N
D

.
山

側
E

Z

パ.= 1. OOxO， 80=0， 800m2 

11= J/J2x 1. OOxO， 80' 

① 

パ，= 1. 50x 1. 10x 1/5， 0=0， 330m' 

1， = J / J 2 x 1. 50 x 1. 10' x J /5，。

11-450x 200x 9x 14 
H -450x 200x 9x 14 

L、'4，500

7. 170 
=0. 0，13m' =0. 033m I 

RC落石覆工図2-1 7 銅製落石覆工図2-1 6 

ただし、 銅製落石覆工の岡1]性については、 縦断方向隣接桁の荷重分担は見込まず、 主桁1木当

の岡Ij性については、 縦断方向のRC落石覆また、たりの岡1]性を弾塑性ばねとして評価した。

それぞれ図2-1 8に示すような単位長 さ 当た り の剛性を 弾性ばねと して評 価した。 すな わ ち 、

荷重一変位曲線の傾きによって与え る こととした。 以上のデータ をもとに、 鋼製落石覆工およ

びRC落石覆工のエネルギー伝達率を計算すると、 表2-4に示す値が得られた。 表2-4より、

①発泡 スチロ ー ルが恨 め て優れたエ ネルギー 吸 収 効果 を 示 すこ と 、 ②砂の 中 では 山砂が砕砂、

こ の結果よ り 、 理想的な衝撃緩衝材とは 緩衝材自
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体の岡IJ性は小さく変形性に富んだ材料であることが推察される。 ただし、 衝突物に対して員:jm

されない程度の厚さが必要なことは言うまでもない。

また、 ③銅製落石覆工とRC落石覆工の比較を

行うと、 岡IJ性が高いRC落石覆工のエネルギー伝

達率の方が小さいことがわかった。 これは落石覆

工の岡1]性が高いほど落石への衝撃反力も大きくな

り、 落石への反射エネルギー量が多くなるためと

考えられる。 したがって、 仮に許容変形量が同じ

であるならば岡IJ性が高いほど耐衝撃性に優れた構

造であると考えられる。

P (tf) R C 沼石碩工
100.。

80. 0 
銅烈渚石覆工

60.0 

40. 0 

Z O. 0 

(tf=9.8KN) 
δ(cm) 

1.0 2.0 3.0 �.O 

図2-1 8 荷重~変位曲線

表2-4 銅製およびRC落石覆工へのエネルギー伝達率

緩衝材

FO
二i

つん一
つム

図一
図

工一
工一
工

覆一
場一
回収

監
鰍一
れ

次に、 2.4.3で示したパラメータ

回帰式を用いて、 落石条件が落石覆

工のエネルギー伝達率に与える影響

について、 図2-1 6の銅製落石覆

工を対象に検討した。 表2-5およ

び図2-1 9に各種の砂を用いたと

きのエネルギー伝達率を示す。

図2-1 9より、 ①落石条件が小

さい場合には同一重量の落石につい

てはエネルギー伝達率はほぼ一定で

発泡スチロサ

O. 4 

O. 2 

表2-5 落石条件とエネルギー伝達率

落石重量 落下高さ 落石の運動 エネルギベ五圭率γ。(%)
エネルギー

W(t) H(m) E (t'm) 山砂 川砂 砕砂

0.3 5.0 1.5 O. 7 2.3 1.9 

0.3 10.0 3.0 1.0 2.9 2.6 

0.3 15.0 4.5 1.3 3.3 3.0 

0.3 20.0 6.0 1.5 3.6 3.2 

1.0 5.0 5.0 1.2 4.8 4.2 

1.0 10.0 10.0 1.9 7.2 6.2 

1.0 15.0 15.0 2.5 9.2 8.0 

1.0 20.0 20.0 3.1 10.4 9.1 

3.0 5.0 15.0 2.2 9.2 7.7 

3.0 10.0 30.0 4.4 16.2 14.0 

3.0 15.0 45.0 6.9 20.8 1B.G 

3.0 20.0 60.0 9.8 23.5 
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ある。 ②しかし、 落石条件が大きくなり、 落石覆工の応答が��ìl性範囲内におさまらなくなると、

エネノレギー伝達率が急激に増加していくことがわかる。 したがって、 落石条件が厳しくなるほ

ど落石覆工への入力エネルギー量は急激に地加する可能性があることが認められた。
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( a )山砂の場合 (b)川砂の場合 (c)砕砂の場合

図2 -1 9 銅製落石覆工のエネルギー伝達率の変化

2. 5 結 言

本章では、 エネルギー基準による安全性照査を行うために、 落石覆工へのエネルギー伝達率

を簡易な3質点系モデ‘ルにより算定する方法について検討を行った。 ここで得られた結果を要

約すると以下のようになる。

(1) 3質点系モデ‘ノレにおけるサンドクッションの力学的ノミラメータを、 最適化手法による動的同

定法を用いて決定可能であることが認められた。

(2) 3質点系モデ‘ルにより計算されたエネルギー伝達率は、 衝突実験において求められたエネル

ギ」伝達率と良く一致することが確認された。

(3 )山砂、 川砂、 砕砂および発泡スチロールに対する同定計算結果は、 実験値を良好にシミュ

レー卜しており、 また発泡スチロールがほぼ弾性体と見なせること、 砂については粘弾性体と

して評価する必要があることが推察された。

(4) 12ケースの実験データと同定計算結果を基に、 山砂、 川砂、 砕砂に対する力学的ノξラメータ

の回帰式を、 W三三3.0 l [， 万三� 2 O. 0 m， h三五1.2mの範囲内で導くことができた。
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(5)各極の緩衝材をJT1いた法石額一仁のエネルギー伝達率を計算すると、 発泡スチロールは、 山砂

の系が約〈句J工工-f犯制2山j皮ι交工-ででc什、;1極:返厄めて{催亙憂eれた緩f徳術長王釘一j似]
) 1 0 

れたエネルギー吸収効果を示 すことが認められた。

(6) R C 務石密工の方が銅製落石覆工よりもエネルギー伝達率が小さいことが認められた。 これ

は、 R C落石覆工自 体 の剛性が大きいため、 落石へ反射されるエネルギー量も大きくなるため

であると考えられる。
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